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令和５年度 獨協医科大学事業計画書 

 

１．予算編成方針 

１）令和４年度の主な事業実績と課題 

本学は建学の理念に則り「患者及びその家族、医療関係者をはじめ、広く社会一

般の人々から信頼される医師及び看護職者を育成する」ことを教育の基本理念とし、

各学部・研究科等それぞれ教育目標を掲げ、その実現のために、ディプロマ・ポリシ

ー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーを定め、定期的にそれらの適切

性・整合性等の検証を行っています。さらに、「学生、教職員、地域にとって魅力の

ある大学」、「未来を拓く良質な医療人育成のもと輝き続ける大学」をミッションとし、

本学の使命である「教育・研究・診療」を更に充実させるため、令和４年度において

は、①「スマート化による教育・研究・診療・管理運営の効率化と教職員の労働環境

の改善」②「本学の発展の基盤となる大学と３病院の施設整備とブランド化」③「組織

風土改革の継続に向け、教職員の努力、成果に対する適切な評価」④「医科大学と

しての価値を生かした大学経営を推進していくこと」を大学運営に関する基本方針と

しました。 

長引く新型コロナウイルス感染症による経済活動の停滞に加え、ロシア・ウクライ

ナ情勢に起因する世界的な原材料やエネルギー価格の高騰、急激な円安によって

調達コストが一段と上昇するなど、本学を取り巻く社会情勢は混沌とし一層厳しさが

増しています。 

このような状況下、本学では第１２次学園基本計画及び令和４年度予算に基づき、

次なるステージ（５０年）「獨協医科大学「ＮＥＸＴ５０」の飛躍に向けたアクションプラ

ン」のもと、「改革・前進」という組織風土を醸成しながら、新たな創造に向けた様々

な事業計画を展開しています。 

教育面においては、新型コロナウイルス感染症第７波の影響から講義形態やカリ

キュラムの一部変更等を余儀なくされましたが、これまでと同様に感染リスクに配慮

した上で、対面授業（一部オンライン授業含む）やアクティブ・ラーニングを継続しま

した。教育のスマート化を進めながら、学生のリサーチマインド涵養に向けた「医学

研究実習」の充実やＳｏｃｉｅｔｙ５．０（ＡＩ社会）で活躍できる医師・看護師の育成に必

要なリテラシーを学ぶ科目群（数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム（リテラシ

ーレベル）：文科省認定）を設置し、ＩＴリテラシーと人間性を併せ持った学生教育の

推進に継続して取り組みました。また、教育の高度化に対応するため、大学院看護

学研究科博士後期課程の設置に向けた検討を進め、申請の結果、昨年８月末に認

可（令和５年４月開設）されました。さらに、医学及び看護学教育の質の更なる改善

及び向上を目指し、「日本医学教育評価機構（ＪＡＣＭＥ）」及び「日本看護学教育評

価機構（ＪＡＢＮＥ）」によるそれぞれの分野別評価を受審（ＪＡＣＭＥ：１１月・ＪＡＢＮＥ：

１０月）しました。 

診療面においては、３病院の経営企画会議と連携し、一元的な運用と医療の質
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及び経営の効率化に向けた「三病院経営改善実務者会議」を設置（旧：三病院統

括薬事委員会・三病院統括医療材料等共同購入検討委員会・三病院運営協議会

を統合）し、３病院の薬品を始めとする医療材料の購入適正化や診療報酬における

各種加算の獲得など収支改善に向けた具体的な検討・提案を行い、医療収益の増

加・向上に取り組んでいます。また、次世代医療（ＡＩホスピタル）の実現に向けたス

マート化（Ａｍｉ Ｖｏｉｃｅ、ナースコールシステムのスマートフォン化、スマートベッドシ

ステム）の検討を進め、既に日光医療センターでは、移転新築に併せて新病院のス

マート・ホスピタル構想に基づく診療体制の整備が行われています。さらに、効率的

かつ効果的な病院運営の観点から、３病院における高額医療機器の購入に際して

は、今年度立ち上げた学長直属の「大学経営会議」において個別に協議・検討する

こととしました。こうした中、収支環境は前述の様な新型コロナウイルス第７波などの

影響による入院患者数の減少や調達コスト上昇による医療経費の増加が顕著であ

ることに加え、光熱水費の上昇など厳しい状況にあり、３病院においてはこれらの改

善・抑制が年度末に向けた重要な課題となります。 

研究面においては、先端医科学統合研究施設における地域間の連携を含めた

産学官連携や他大学や講座間との共同研究が推進されたことに加え、新たに「生

殖医学研究部門」が立ち上がるなど、「共同研究の推進」と「競争的外部資金の獲

得」に向け積極的に取り組みました。この結果、令和４年度科学研究費助成事業

（科研費）は、１５６件（総額２億２１百万円）が採択され、前年比１６件増（１６百万円

増）となり、研究環境及び支援体制の整備による成果が表れています。 

管理運営面においては、学長職より医学部長と医学研究科長を分離し、職務権

限及び役割の明確化を行うとともに、前述の「大学経営会議」に加え「大学教育研究

会議」を新たに立ち上げ、新規事業（大型設備・施設の改善等）を含めた大学全体

における戦略的な経営による収支改善策の一層の強化並びに教学・研究面での重

要事項の検討をそれぞれ行っています。また、内部質保証の推進として、過年度の

自己点検・評価を実施のうえ、外部評価者による客観的評価・検証を受けるとともに、

令和５年度の大学基準協会による大学評価（第３期認証評価）受審に向け「教育と

研究」の恒常的な検証を行いました。 

施設設備面においては、日光医療センターの移転新築工事が１０月末に無事完

了・引渡しとなり、令和５年１月１日開院の運びとなりました。また、創立５０周年記念

事業である大学の総合教育研究棟（仮称）の新築は、現在、基本設計から実施設計

に移行し、現図書館を解体後、令和６年１月より同跡地に建設する予定です。さらに、

同事業の一部にあたる看護学部棟の増築は昨年６月に着工となり、本年６月末の完

成予定です。埼玉医療センター管理棟の建設は、原材料高騰を受け計画の再調整

を行っている段階です。 

これらの取り組み（上期実績）を基に作成した「令和４年度予算実行見込」によると、

収入については、医療収入が予算を下回る状況にありますが、経常費等補助金（新

型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金含む）、寄付金（現物寄付含む）など

の増加により予算を上回る見込みです。一方で支出については、経費（医療経費及
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び一般経費）が予算を約４．１％上回る見込みであり、この増加をいかに抑えるかが

今後の収支に大きく影響を及ぼします。今年度の基本金組入前当年度収支差額は

予算を上回る収入超過となる見通しですが、医療収支面だけを見ますと大変厳しい

状況にあることから、年度末に向けては、新型コロナウイルス感染症とインフルエン

ザの同時流行などのリスク要因と本学を取り巻く社会・経済情勢の動向を見極めな

がら、教育・研究・診療・管理運営・地域貢献の各分野の質を高める必要があります。 

 

２）令和５年度の予算編成方針 

令和５年度は、記念すべき創立５０周年の節目となります。本学が更なる飛躍と発

展に向けた新たな一歩を踏み出すため、これまで培ってきた５０年の基盤を生かし

ながら新たな創造を見出し、医科大学として「高い教養と専門的能力を有する医療

人の育成」、「智の創造としての研究の進化」、「地域社会への最新医療の提供を行

う医療センターとしての役割」を果たしていくことが求められます。また、昨年１１月に

は、教学改革を始めとする経営全般における２０２８年度までの計画を定めた「第１３

次学園基本計画（２０２２年度版）」が承認されました。令和５年度予算編成において

は、この基本計画を基に指標の目標値（大学全体）を設定し、各種事業計画につい

ては、学園予算編成方針及び第１３次学園基本計画に基づき、自己点検・評価結

果を踏まえた事業計画を策定し、必要な措置を講じます。 

２０１８（平成３０）年１０月の吉田学長就任とともに掲げられた教育・研究・診療・財

務における改革マインドを組織風土として定着させるための「ビジョンとアクションプ

ラン」の実行に全学を挙げて取り組み、ＰＤＣＡサイクルによる点検・評価を継続して

行った結果、着実に収支改善及び財務基盤の確立・強化が図られています。しかし、

冒頭にも記載のとおり、物価高騰を始めとする厳しい経営環境を認識し、予算編成

においては、引き続き、様々な施策による増収対策の推進と経費削減に取り組み、

特に、新規事業については、周年事業に充当する財源確保を担保した上で策定す

ることとします。なお、財務状況の進捗（計画未達）によっては「取り止め、先送り」等

を含めた経営判断を行います。各会計単位における施設・設備計画については、

鋭意検討を行い適正な時期、内容により実施することと併せて「優先順位の明確化」

を徹底します。 

 

３）令和５年度予算の重点施策 

本学が開学して５０周年を迎える令和５年度は、「ＮＥＸＴ５０」がスタートする元年

であります。「ＮＥＸＴ５０」は、本学のこれまでの５０年を基盤として更なる発展と飛躍

のため、医科大学の価値を生かした大学運営を行い、「将来構想の具現化」に向け

た取り組みを継続・強化するものです。第１３次学園基本計画で定めた事業計画の

着実な遂行に加え、将来的には、壬生キャンパスにおける大学病院の建て替えを

含めた施設整備、埼玉キャンパスにおける医療系学部の新設や第２病院の建設な

ど、莫大な資金を要す事業を展開しなければなりません。 

このため、教育・研究・診療の充実とそれを支える財政基盤の強化を図りながら、
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徹底した経費削減に努めるとともに、予算配分に関わらず、各種事業の遂行にあた

っては、改めてその必要性や妥当性、採算性等を十分に検討した上で執行すること

とします。 

以上を踏まえ、各会計単位の重点施策は次のとおりです。 

 

◇医科大学関連 

（１）教学関係 

両学部とも建学の理念に則り、「患者及びその家族、医療関係者をはじめ、広く

社会一般の人々から信頼される医師及び看護職者を育成する」教育理念のもと、そ

れぞれに教育目標を定め、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシ

ー、アドミッション・ポリシー）に基づく教育課程を編成し展開しています。また、この３

つのポリシーに加え、アセスメント・ポリシーによる学修成果の測定・評価を行い、学

生自らが能力の向上に取り組みながら成長を実感できるよう教育の改善・質の向上

に取り組むとともに、学修成果に関する情報の公開と社会に対する説明責任を果た

しています。 

令和５年度においては、これらに加え、令和４年度に受審した「日本医学教育評

価機構（ＪＡＣＭＥ）」及び「日本看護学教育評価機構（ＪＡＢＮＥ）」による分野別評価

における改善事項に対し、内部質保証推進システムによる自己点検・評価の継続と

大学教育研究会議や各種委員会による多角的な検討を進め、教育プログラムの更

なる向上を目指します。また、急速に進む少子化への対応では、如何に受験生から

選ばれる医学部・看護学部となるかが重要なポイントとなります。受験者動向やニー

ズを的確に把握し、アドミッション・ポリシーに即した優秀な学生を確保するため、多

様な選抜方法を始めとする入試制度の点検・改革を継続的に行いながら、両学部

の魅力を積極的に発信する広報活動の促進に努めます。 

①医学部 

ＡＩ社会で活躍できる医師の育成のため、ＩＴリテラシー教育を充実させながら、ＡＩ

ではカバー出来ない領域（プロフェッショナリズムの醸成）を教育するため、基礎医

学、社会医学、臨床医学、行動科学、リベラルアーツを統合したらせん型統合カリキ

ュラムをさらに発展させた全統合型カリキュラムの検討と並行し、学生のリサーチマイ

ンドの涵養やグローバル化に対応した英語教育の強化、能動的学修（アクティブ・ラ

ーニング）の推進に取り組んでいます。 

一方で、ルーブリックを始めとする評価方法の妥当性や信頼性、コンピテンシー・

マイルストーン達成度の評価、ＣＣ及びＰｏｓｔＣＣにおける経験症例の検証を行う必

要があります。さらに、本学医学教育カリキュラムに対する全教員の理解と浸透を図

るためのＦＤの活性化、教育関連委員会への学生の参画、卒前・卒後教育の連携

強化など、令和５年度においても、引き続き、様々な課題に対応しながら医学教育

改革を進めます。 

これらに必要な経費として、一般的な経費以外にデータ一元管理とＡＩ解析を用

いた学修の最適化と無限学習を目指す大学改革事業に係るシステム構築費、ｅ－ 
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ｌｅａｒｎｉｎｇ教材（電子教科書類）の提供に必要な経費、Ｐｌｕｓ－ＤＸ事業への対応及

び処理能力向上のため学務システムサーバー更新費用などを計上しました。 

②看護学部 

教育体制及びカリキュラム構成については、教学ＩＲセンターと連携を図り、学生

個々の学修成果の可視化や教育効果の検証を行いながら、学生自らが能力の向

上と成長を実感できるようアセスメント・ポリシーに基づく教育課程や科目レベルの評

価を行い、質の担保に努めました。 

また、看護領域における健康課題のニーズの多様化・複雑化が進展している社

会情勢と本学の使命を照らし、令和６年度から学生定員を増員（９５名→１４５名）す

べく「看護学部収容定員増及びカリキュラム改正に係る準備委員会」を設置し検討

を開始しました。この増員計画においては、入学生自らが看護職者としてのキャリア

プランが選択（看護師のほか、保健師・助産師・養護教諭一種のいずれかを選択可

能）できるカリキュラム改正を合わせて行う予定です。昨年１０月に受審した「日本看

護学教育評価機構（ＪＡＢＮＥ）」による看護教育分野別評価結果も踏まえながら、令

和５年度においても引き続き、教育の質向上と各種取り組みを推進します。 

これらに必要な経費として、一般的な経費のほか、令和６年度からの入学定員増

及びカリキュラム改正に伴う備品等整備費用、看護師・保健師国家試験対策として

の模擬試験、特別講義等の経費、学生の海外研修経費などを計上しました。 

（２）管理運営費関係 

①創立５０周年記念事業関連 

令和４年度に引き続き、総合教育研究棟（仮称）建設に伴う図書館の資料や什器

移転経費を計上しました。また、同記念事業の広報活動推進に必要な経費を計上

しました。 

②医師の働き方改革関連 

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向けた対

応として、勤怠管理システムの改修を行い、勤務実態の把握やガイドラインの整備を

図るために必要な費用を計上しました。 

③業務のスマート化関連 

これまで紙ベースで処理されていた年末調整について、Ｗｅｂ化し業務の効率化

と外部委託経費の削減を図るための経費を計上しました。 

（３）施設関係工事 

①創立５０周年記念事業関連 

総合教育研究棟（仮称）新築工事に係る着工費、設計費、当該新築工事に伴う

図書館解体撤去費用を計上しました。 

また、看護学部棟増築工事に係る費用、看護学部入学定員増に対応するための

看護学部棟実習室拡張工事費用を計上しました。 

 

◇大学病院関連 

大学病院では、特定機能病院として「医療倫理の徹底、高度で良質な医療の提
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供、医療の進歩への貢献、連携医療の構築、良質な医療人の育成」の５つを理念と

して掲げ、日々高度かつ安心、安全な医療の提供を実践し、地域の基幹病院さらに

は地域がん診療拠点病院として、栃木県のみならず北関東圏の医療機関と連携を

密にし、医療を推進しています。令和４年度においても、コロナ禍における感染症対

策に万全を期し、各種事業計画の遂行を着実に進めました。特にスマート化の推進

に向け、ナースコールシステム及びスマートベッドシステムの更新・導入を行い、患

者サービスの向上及び看護師等の負担軽減を図り、病院全体の導入に向けた取り

組みを年次計画で進めています。また、医療収支においては、ＤＰＣ係数を高め、

各種加算（入院栄養管理体制加算、早期離床リハビリテーション加算等）を獲得す

る施策を講じるとともに、医療材料の３病院統一による納入価格引下げのほか、材

料や薬品の取扱品数の絞り込みや償還価格を意識した経費節減策に取り組みまし

た。令和５年度においても、臨床・教育・研究の質向上に努め、大学病院としての機

能充実、高度化を図りつつ、多様化する医療ニーズに対応するため、以下の通り予

算を計上しました。 

（１）経営基盤の強化・安定化 

令和４年度は診療報酬改定（全体でマイナス改定）が行われ、コロナ禍の影響や

物価高騰もあり大変厳しい経営環境となりました。令和５年度においても先行き不透

明な状況が続くものの、コロナ禍における診療体制は新しいフェーズに移行すること

が想定されます。このため、医療収入面では、外来・入院とも加算による更なる底上

げを図りながら引き続き、ＤＰＣ係数を高める対策を講じなければなりません。令和４

年度に導入した手術支援ロボット「ダヴィンチ」における保険収載も拡大されたことか

ら、更なる手術件数増加を図り、ガンマナイフ更新に伴う近隣県からの紹介など、よ

り収益性を追求した経営を目指します。医療経費については、ジェネリック製造の停

止によって薬業界の構図が大きく崩れ、依然として薬品の品薄状況が発生するなど

予断を許さない状況が続き、薬価も上昇傾向の継続が見込まれます。医療物資管

理委員会を中心に材料等の無駄を省く試みを継続することで、医療経費率を今期

見込み額とほぼ同水準の４３．３％としています。 

（２）診療体制の整備 

当院は栃木県全域の３次救急医療の一端を担う病院として高度な医療を提供す

るため、令和５年度も診療体制の整備に力を入れ、地域医療への貢献と質の高い

患者サービスの提供を目指します。 

①放射線機器の購入 

患者被ばくを考慮した低線量撮影可能なＣＴ診断装置に更新することで効率的

な診療が可能となります。この装置は、高精度な操作性によるスマートな位置決め、

分野を問わず高画質要求に対応し最適化された画像提供が可能なことから近隣県

からの紹介を含めた患者増が期待出来ます。 

②リプロダクションセンターの新設 

令和４年度より不妊治療の公的医療保険が適用になり、不妊治療患者の増加が

予想されます。不妊治療に特化した部門の設置が不可欠であり、産科婦人科より独
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立した「リプロダクションセンター」の設置に必要な機器・備品購入費用を計上しまし

た。 

③ガンマナイフの更新 

今年度導入予定であった当該機器は、半導体不足等の影響から令和５年度の導

入となります。既設ガンマナイフは導入から相当期間が経過し、診療に長時間要し

ていたことから、治療開始から完了までフルオートマチックかつ、ＣＴを装備し高精度

の定位分割照射が可能となる同機に更新し、効率的に最先端治療の提供を行うとと

もに、近隣県からの紹介を含めた患者数の増加を図ります。 

（３）施設関係工事 

①ナースコールシステム更新 

ナースコール更新により看護師等のスマートフォン切替で患者のサービス向上及

び看護師等の負担軽減を図るべく、令和４年度に引き続き、必要な予算を計上しま

した。 

②スマート化対応工事 

臨床検査センター・輸血部と救命棟・ＩＣＵにおいて検体及び血液製剤等を自動

搬送するロボット導入を予定しております。ロボットとの連携、搬送ルートの位置情報

システム費用及びスマートフォンへの切替に伴うアンテナ等の費用を計上しました。 

 

◇埼玉医療センター関連 

埼玉医療センターでは、地域住民の信頼に応え、良質で安全な医療を提供する

ために「常に研鑽し患者の信頼にこたえる」を基本理念に掲げ、埼玉県東部地域の

基幹病院として、地域の医療機関と連携しながら、高度先進医療と安全な医療の提

供を担っています。令和４年度において、前年度完了した既存棟改修工事に加え、

救命救急センターの改修を行い三次救急体制の整備を図り、また医療サービスの

向上（待ち時間の短縮）の観点から、臨床検査部において採血ブースの拡張並び

に採血受付番号連携システムの導入を行いました。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に対しては、埼玉県の重点医療機関

としての役割を担うべく、受入病床の確保や看護スタッフの配置などあらゆる対策を

講じ万全の体制を構築しています。大学方針に掲げる次世代医療の実現に向けた

スマート化においても、一部の病棟にスマートフォンを導入し、音声入力アプリ「Ａｍｉ 

Ｖｏｉｃｅ」の活用を開始し、今後全病棟に運用拡大していくとともに、新たなコンテンツ

の導入を進めていく予定です。 

令和５年度においても引き続き、高度化・多様化する医療ニーズへの対応と地域

貢献を図るため、以下の通り予算を計上しました。 

（１）経営基盤の強化・安定化 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大がなおも予断を許さない状況である中、看

護師を計画的組織的に配置することで効率的な病床稼働を実現し、前年度見込み

比＋８．８％の９０．０％を目指します。また、効率的な手術室運営やＤＰＣ入院期間

の短縮、適切な加算等の取得を図ることで、さらなる医療収入の増加に努めます。 
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一方、医療経費については、三病院経営改善実務者会議による共同検討・共同

購入を進めるとともに、同類多種品目の整理を行い、削減に努めます。 

（２）診療体制の整備 

①放射線関連機器の整備 

診療の質向上や安全性を考慮し、ガンマカメラやＸ線透視装置の更新、また、放

射線部一般撮影室の機能拡充に係る機器の更新費用を計上し、拡張工事は２年計

画で事業を進める予定です。 

（３）施設関係工事 

①管理棟の新築工事 

創立５０周年記念事業の一環として、４号館北側駐車場エリアに地上１階、地下２

階の管理棟（教職員用レストランや事務室、専攻医の居室等の配置）の建設を予定

しています。 

②薬剤部の改修工事 

薬剤部調剤室拡充に伴う改修工事費用を計上しました。 

③放射線部の改修工事（２年計画） 

放射線部一般撮影室エリアの改修工事費用を計上しました。 

 

◇日光医療センター関連 

日光医療センターは、計画通り移転新築を完了し、令和５年１月１日に新病院が

オープンしました。これまで通り、国際観光都市日光の基幹病院として地域医療連

携推進法人「日光ヘルスケアネット」と連携し、急性期地域医療からリハビリテーショ

ンまで幅広い医療を提供します。特に救急医療と高度医療を発展させ、救急車を断

らない病院方針を継続します。移転新築にあたっては、高度治療室（ＨＣＵ）を新設

し、救急室の隣にヘリポートを設置しました。また、新病院ではスマート化を推進し、

スマート・ホスピタル構想に基づくナースコール連携システムやスマートベッドシステ

ムの導入により、安定かつ効率的に医療を提供できる体制を整えました。未だ終息

が見えない新型コロナウイルス感染症に対応できる感染症個室４床も新設しました。 

日光地区の中心部へ移転し、これまで以上にエリア全体をカバーできる立地とア

クセスになったことで、住民や行政からの期待は更に高まっています。高度医療を

備えた地域の中核病院として存在感は益々大きなものとなっており、将来へ向けて

期待に応える地域医療を維持発展していくため、以下の通り予算を計上しました。 

（１）経営基盤の強化・安定化 

令和５年度予算については地域のニーズに応えた眼科および救急・総合診療科

の新設を踏まえ、医療収入においては、入院単価５９，０００円（令和４年度見込比＋

９４９円）、外来単価１５，０００円（同＋３９８円）としました。患者数においては、入院

では１日平均患者数１７９人（令和４年度見込比＋２３人）で稼働率９０．０％（同＋１１．

８％）、外来では１日平均患者数４５３人（同＋４３人）としました。令和４年度に引き続

き、救急車の積極的な受け入れ、病床稼働率の維持向上に取り組みます。医療経

費率は、昨年度から本格的な運用が始まった獨協メディカルサービスを活用した医
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療材料の価格交渉および三病院共通材料への切換え推進により、令和４年度見込

２６．７％から０．９％減少の２５．８％としました。 

（２）診療体制の整備 

①多目的用血管撮影装置の導入 

新病院移転新築に伴い冠動脈用血管撮影装置を１台更新しましたが、多目的用

途や下肢領域治療時の撮影にかかる時間短縮および患者被曝量の軽減を図るた

め１台導入します。 

②輸液ポンプ・シリンジポンプの更新 

既存リースの満了および新病院移転に伴う患者増加を見込んだ増設分としてリー

ス総額を計上しました。 

③車両の更新 

救急車および公用車の更新費用を計上しました。 

（３）施設関係工事 

①院内設備整備 

新病院の運用開始後における用途変更に対応するための費用を計上しました。 

②ＰＢＸ機能強化 

電話交換機に自動音声案内システムおよび通話録音機能を追加するための費

用を計上しました。 

 

◇看護専門学校（壬生校）関連 

附属看護専門学校では、「患者及びその家族、医療関係者をはじめ、広く社会一

般の人々から信頼される看護師を育成する」ことを教育理念としています。 

近年、変化する社会情勢の中、令和４年度より看護基礎教育における第５次カリ

キュラムが開始され、対象者との人間関係形成のためのコミュニケーション能力、科

学的根拠に基づく看護実践能力、さらに多職種と連携しながら多様な場で看護でき

る力等を育成することが求められております。本校の教育理念、ディプロマ・ポリシー

に照らし、高度急性期医療から地域・在宅医療までを見据えて、幅広く対応できる

質の高い看護師を育成するため、アドミッション・ポリシーに沿った優秀な学生の確

保に努めます。また、新型コロナウイルス感染症対策に引き続き万全を尽くしながら、

ＩＣＴを活用したアクティブ・ラーニング等の教育方法を推進し、主体的に学ぶ力をベ

ースとして、自ら考え問題解決の方法を見い出し、看護に必要な能力を修得できる

教育活動を進めるため、以下の通り予算を計上しました。 

（１）教学関係 

第５次カリキュラム改正で、地域・在宅看護の充実強化が求められていることを受

け、地域における多様な場での看護実践能力を養うことを目的として、学外の病院

や介護老人保健施設、地域包括支援センター等の福祉施設及び保育園等の施設

で臨地実習を行う経費を計上しました。 

（２）管理運営関係 

多くの受験生獲得を目的として、県内外への幅広い募集活動を行います。パンフ
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レット・チラシ・募集要項等の作成費用、ホームページやインターネット媒体等の広

報活動費用を計上しました。 

（３）設備関係 

データ量の増加対応と性能及び処理能力向上を目的とした実施経費を計上しま

した。 

 

◇看護専門学校（三郷校）関連 

附属看護専門学校三郷校では、令和４年度から実施されたカリキュラム改正のね

らいと本学の教育理念を踏まえ、豊かな人間性を備え看護実践能力のある看護師

を育成することを目的に、３つのポリシー（ディプロマ・ポリシー・カリキュラム・ポリシ

ー・アドミッション・ポリシー）を定め、高度急性期から在宅医療まで、患者の状態とそ

の場の状況に応じた看護を創造できるよう教育に取り組んでいます。 

１８歳人口の減少や看護学部の設置増加など、本校を取り巻く環境は年々厳しさ

を増しており、確実な定員の確保に向けた募集活動等の強化が喫緊の課題です。

また、多様化する入学者に対応するため、少人数グループによる実習指導や国家

試験対策など、個々の課題に合わせたきめ細かな教育の実践する一方で、グロー

バル社会に適応し医療の最前線で活躍する看護職者に不可欠な電子教科書を始

めとするＩＣＴを活用したアクティブ・ラーニングの推進を積極的に図り、主体的な学

修態度の醸成に努めなければなりません。 

令和５年度においては、これらの推進・強化と並行し、新たに放送大学との協定を

結ぶなど、多様な学修ニーズと高いキャリア志向に対応した教育環境づくりを進める

予定です。引き続き、人間性と看護実践力の涵養を図り、社会の人々から信頼され

る看護職者育成のため、以下のとおり予算を計上しました。 

（１）教学関係 

①実習経費 

看護実践能力の向上を図るため、カリキュラム編成された臨地実習を学外施設に

て実施します。このため、３学年分の実習経費を計上しました。 

②看護師国家試験対策 

国家試験への意識付けと学力の向上を図るため、低学年より継続的に模試を受

験し、自己学習の点検・確認を行うとともに、テューター制による指導に係る実施経

費を計上しました。 

（２）管理運営費関係 

①学生募集活動 

近年、１８歳人口が減少する中で埼玉県及び隣接する都県では、看護系大学や

学部の設置が進み受験生の獲得にしのぎを削る状況となっています。更なる知名

度向上を図り、アドミッション・ポリシーに沿った多くの受験生を獲得することを目的

に県内外へ積極的に幅広い募集活動を展開していくため、学校説明会、ネット広告

など若者が活用するデジタル媒体を用いた情報発信を強化するための広報活動経

費、パンフレット・募集要項の作成経費を計上しました。 
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（３）設備関係 

①防犯カメラの増設と既存設備の更新 

既存の設備に加え、校内の設置台数を増やすことにより、トラブルを未然に防止

できる効果が期待されます。また、新たに建物外へ設置することで、不審者対策を

図り、安全な学生生活を提供するための経費を計上しました。 

 

２．認証評価及び自己点検・評価への取り組み 

１）認証評価（JUAA） 

本学では、平成２９年度に公益財団法人大学基準協会（ＪＵＡＡ）による大学評価 

（機関別認証評価）を受審し、同協会の定める大学基準に適合しているとの認定を

受けました。（認定期間：平成３０年４月１日から令和７年３月末日までの７年間）  

なお、評価結果において「努力課題」が付されていた９項目については、内部質

保証の推進に責任を負う全学的な組織として、内部質保証推進委員会を設置し、

「努力課題」の改善を含め、全学的な内部質保証の推進に取り組み、その状況を改

善報告書にまとめ、令和３年７月末日に同協会あてに提出したところ、令和４年３月

に検討結果が通知されました。その結果は、今後の改善経過について再度報告が

求められる事項はありませんが、改善活動に取り組んできたものの、改善が認められ

ない（更なる対応を含む）項目として、以下の４項目の指摘を受けました。 

①医学研究科における学生に対する研究指導計画書の十分な明示がなされていな

いこと。 

②医学部収容定員に対する在籍学生比率が１．０３と高いこと。 

③看護学部における編入学定員について、定員を削減する等の取り組みを実施し

ているものの、定員に対する編入学生比率が依然として０．２７と低いこと。 

④内部質保証に関して、定期的に点検・評価を実施し、改善・向上に結び付ける仕

組みを整備し、機能させていると認められるものの、このような内部質保証のプロ

セス及び各組織の役割分担については方針、規程等において明確でないこと。 

以上の指摘に対しては、継続して改善に努めているところでありますが、特に④

内部質保証に関する指摘については、令和５年１月にこれまでの内部質保証推進

委員会規程に変えて、内部質保証推進規程を制定し、本学が取り組んできた内部

質保証のプロセス及び各組織の役割分担を明確にしたところです。今後も、引き続

きＰＤＣＡサイクルを適切に機能させ、本学の質の向上に努めることとしております。 

なお、令和５年度においては、公益財団法人大学基準協会（ＪＵＡＡ）による認定

期間（令和７年３月末日まで）を１年前倒しして受審に向けた申請を行うこととしてお

ります。 

また、本学では、平成３０年度分から毎年度自己点検・評価を実施しており、令和

５年度においては、令和３年度自己点検・評価の結果を踏まえ、次の項目について

取り組むこととします。 

A．学生の受入れ 

〔医学部〕  
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 ａ．収容定員に対する在学生数比率の改善 

 ｂ．学生の受け入れの適切性についての点検 

〔医学研究科〕 

 ａ．標準修業年限内での学位授与の促進 

ｂ．ステークホルダーなどの多様な視点を取り入れた点検・対応 

〔看護学部〕 

 ａ．収容定員に対する在学生数比率の安定化 

ｂ．学校推薦型選抜（公募・指定校制）における募集人数の拡大 

 ｃ．学生の受け入れにおける適切性を踏まえた収容定員増への対応 

〔看護学研究科〕 

 ａ．看護学研究科博士前期課程における出願資格審査期間の延長 

 ｂ．看護学研究科ホームページ及びスタディサプリにおける情報提供の強化 

B．教育課程・学修成果 

〔医学部〕 

 ａ．ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーの定期的な点検 

 ｂ．プロフェッショナリズム教育の推進 

 ｃ．能動的学修（アクティブ・ラーニング）の推進 

 ｄ．スマート化事業の推進 

ｅ．コンピテンシー・マイルストーンに沿った知識・技能及び態度の評価方法構築 

 ｆ．ステークホルダーなどの多様な視点を取り入れた点検 

〔医学研究科〕 

 ａ．ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーの定期的な点検 

 ｂ．研究の進捗状況に応じた助言・指導 

 ｃ．学修成果を測定・検証する仕組みの構築 

 ｄ．IR情報を活用した教育プログラムの点検 

ｅ．ステークホルダーなどの多様な視点を取り入れた点検 

〔看護学部〕 

 ａ．収容定員増に伴うカリキュラム改正（助産師課程及び養護教諭Ⅰ課程の追加）

への対応  

 ｂ．合同講義（医学部）の推進 

 ｃ．国際看護学教育の充実 

〔看護学研究科〕 

 ａ．ＩＣＴを用いた教育体制の充実 

 ｂ．ルーブリック評価の活用と推進 

 ｃ．看護学研究科博士後期課程の開設に伴う教育課程の点検 

 ｄ. クリティカルケア専門看護師コースの設置に向けた検討 

C．学生支援（修学、就学・卒業・就職支援） 

〔医学部〕 

 ａ．学生支援相談窓口に組み入れたピアサポートの仕組みの構築 
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ｂ．学生相談体制の強化（学年担任・副担任、科目責任者、カウンセラー、 

テューターとの連携） 

 ｃ．学生のキャリア支援 

〔医学研究科〕 

 ａ．キャリア支援体制の強化 

ｂ．多様なニーズに対応した学生支援の推進 

ｃ．ステークホルダーなどの多様な視点を取り入れた点検 

〔看護学部〕 

 ａ．学生支援体制の整備と充実  

 ｂ．学生の修学に関する支援の強化  

 ｃ．学生生活に関する支援体制の強化 

〔看護学研究科〕 

 ａ．学生支援体制の整備と充実 

 ｂ．学生の修学に関する支援の強化 

 ｃ．進路選択に関わる支援やガイダンスの充実 

D．管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携） 

ａ．内部質保証の方針に則り、教育・研究・管理運営における諸活動及び質の向

上に向けた恒常的な改善・改革の推進 

ｂ．地域共生・地域共創を踏まえた地域共創看護教育センターの再編 

ｃ．ＳＤとＦＤの一元管理を踏まえたＳＤセンターの再編 

ｄ．全学的研究マネジメント組織の整備 

ｅ．新型コロナウイルス感染症をはじめ、発生する様々な事象に対する危機管理

体制の強化 

ｆ．市町村及び県内プロスポーツチームとの連携協定の拡充 

ｇ．コロナ禍により３年間中止していた公開講座の再開 

ｈ．研究費の適切な支給 

・学内助成金における科研費採択を目途とした「研究支援」助成の実効性を高

めるため、選考過程の工夫や URA との連携強化 

ｉ．外部資金獲得の支援 

・ＵＲＡを中心とした研究連携・支援センターにおける申請書のブラッシュアップ 

・科研費等競争的研究費の獲得啓発 

ｊ．研究倫理、研究活動の不正防止への対応 

・第 5次不正防止計画に基づく、コンプライアンス教育・啓発活動の実効性 

ｋ．社会連携・社会貢献への対応 

・研究連携支援センター研究戦略部門によるシーズ集の作成・公表 

・知的財産マネジメント体制の強化により特許取得の円滑化、及び実施許諾等

収入の確保 

・学外組織とのネットワーク形成支援（大学コンソーシアムとちぎ、首都圏 AR コン

ソーシアム、とちぎ医療福祉機器産業振興協議会、とちぎ次世代産業創出・育
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成コンソーシアム） 

ｌ．年次有給休暇年５日取得義務化の更なる推進（フレックス休暇） 

ｍ．時間外勤務のおける事前許可制の徹底（超過勤務の縮減推進） 

ｎ．人事評価制度の処遇反映 

ｏ．全職員におけるWeb人事評価（上司評価）の試行 

ｐ. 障害者雇用の更なる推進 

ｑ. 医師の働き方改革への対応（勤怠管理システムバージョンアップ含む） 

ｒ. Web年末調整システムの導入 

ｓ．外国人留学生（研修生・研究生）及び外国人研究者・医師の受入れ支援 

ｔ．医学部海外研修の派遣先とプログラムの見直し支援 

ｕ．海外の研究教育機関との新規交流協定の締結 

ｖ．海外の研究者等による講演会の開催支援 

ｗ．インターネット等を活用した海外研究教育機関との交流及び学会等への参加

促進 

ｘ．卒業生の外国の教育機関進学・医療機関就職・医療職（医師、看護師）国家 

試験受験支援 

 

２）医学教育分野別評価（JACME） 

医学部においては、令和４年１１月１５日～１８日の４日間、日本医学教育評価機

構（JACME）による医学教育分野別評価を受審しました。引き続き、医学教育分野

別評価委員会を中心に次の項目等の継続的改善に取り組みます。 

ａ．コンピテンシー・マイルストーンに沿った知識・技能及び態度の評価方法の構  

築 

ｂ．診療参加型臨床実習の充実 

ｃ．能動的学修（アクティブ・ラーニング）の推進  

ｄ．統合型講義の拡充 

ｅ．形成的評価の推進 

ｆ．ピアサポート体制の充実等学生支援相談窓口の体制強化 

 

３）看護学教育評価（JABNE） 

看護学部においては、令和４年１０月１４日に日本看護学教育評価機構（JABNE）

による看護学分野別評価をオンライン（ZOOM）にて受審しました。今後、看護学分

野別評価の結果を踏まえ、PDCA サイクルの運用プロセスに準じ、質の高い看護教

育を目指します。  

 ａ．４つのポリシーの定期的な点検・評価 

 ｂ．学生が主体的に学ぶための工夫 

 ｃ．科目評価・教育課程評価と改善 

 ｄ. 自主学習室の確保・整備 
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４）病院機能評価 

〔大学病院〕 

大学病院では、公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価を５

年ごとに受審しています。平成３０年９月に、同年４月から新たに設けられた機能種

別「一般病院３」（主として、高度の医療の提供、高度の医療技術の開発・評価、高

度の医療に関する研修を実施する病院が対象）が適用され訪問審査を受審しまし

た。その後、平成３１年１月の補充的な審査を経て、同年４月に認定結果並びに改

善要望事項通知を受領しました。 

全体としては、教育機関、医療機関、地域の基幹病院のあり方、不断の努力等に

対しての評価を受けましたが、以下の３項目を含む複数の項目について改善指導を

受けました。当該項目については、病院機能の継続的な質改善活動の促進を図る

ことを目的に、認定開始日から３年目において改善審査を受審する必要があり、令

和４年１月１９日に改善審査を受審した結果、改善が認められ「認定継続」となりまし

た。次回の受審は、令和５年８月を予定しています。 

①臨床における倫理的課題について継続的に取り組んでいる。 

②薬剤の安全な使用に向けた対策を実践している。 

③投薬・注射を確実・安全に実施している。 

上記を踏まえた取り組み 

ａ．平成３０年９月１日に臨床倫理委員会を設置し、倫理的問題について協議・検

討し、病院としての方針を決定している。 

ｂ．薬剤管理に関し巡視を行い、専任薬剤師１名を配置し、業務手順書に基づく

薬剤管理を行っている。 

ｃ．与薬実施に関わる記録は電子カルテ内の経過表に組み込み運用を開始した。 

令和２年４月より、院外処方せん発行事業が実施され、薬剤師を薬剤管理指導 

業務も含めた病棟業務へシフトしている。 

 

〔埼玉医療センター〕 

埼玉医療センターは、第三者の客観的な視点で評価を受け、課題や問題点、病

院の強みを把握することで、医療の質向上並びに教職員への共通認識の構築を図

ることを目的として、公益財団法人日本医療機能評価機構の実施する「病院機能評

価」を受審しています。これまでに４度受診し、いずれも認定を受けています。 

平成３０年度の受審では、医療安全や感染管理の研修受講率が低いことが改善

事項として指摘されました。 

令和５年１２月に更新審査が予定されており、令和４年度は病院機能評価対策コ

アメンバーが中心となり、対策会議をはじめ前回の中間結果報告を基に指摘事項に

対する取り組みなどの活動を実施するとともに、訪問審査に向け病院全体のキック

オフ研修会を開催しました。令和５年度は各関係部署に自己評価調査等を実施し、

病院の質向上に向けた課題抽出など更なる改善活動に取り組みます。  

上記を踏まえた取り組み 
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ａ．受講率向上の取り組みとして、「Safety Plus」というｅ‐ラーニングツールを導入 

ｂ．受講状況をデータ管理し、未受講者リストを各部署の責任者へ報告 

ｃ．令和３年１月提出の「期中の確認」により、認定時Ｂ評価以下の項目に対する 

課題の再認識をするとともに、病院機能評価対策委員会コアメンバー会議にて

点検・評価の実施 

ｄ．令和５年１２月の更新受審に向け、各関係部署に自己評価調査等を実施 

e. 病院機能評価対策委員会全体会議、コアメンバー会議の実施 

 

〔日光医療センター〕  

日光医療センターでは、平成２９年２月に公益社団法人日本医療機能評価機構

による「病院機能評価（機能種別：一般病院２）」の認定を受け、令和３年１２月に初

めての更新審査を受審しました。 

令和４年４月に前回と同じ一般病院２の認定を受領し、改善事項に該当する項目

はありませんでした。基本的に前回以降の改善が図られているとの評価であり、特に

「リハビリテーション機能を適切に発揮している」の項目は今回Ｓ評価を受けておりま

す。 

指摘事項はありませんでしたが、体制や仕組みの見直しを促された項目につきま

しては、更なる改善に取り組みます。 

上記を踏まえた取り組み 

ａ．医師不在時の対応として、代行医師の明確な表示と伝達方法を周知する。 

ｂ．医師事務作業補助者が行った代行入力を承認する仕組みを整備する。 

ｃ．やむを得ず口頭指示を受ける場合には復唱確認を徹底し、投薬指示量に 

ついては、「ｍｇ」「ｍｌ」の誤認防止を図る。 

 

５）自己点検・評価及び学校関係者評価への対応 

〔附属看護専門学校（壬生校）〕 

令和４年度から第５次カリキュラムが開始され、教育理念、ディプロマ・ポリシーに

照らし、高度急性期から地域・在宅医療を見据えて、幅広く対応できる質の高い看護

師を育成するため、生活の基盤である地域を理解する能力、多職種と連携・協働す

る能力、臨床判断能力、さらに保健指導能力の育成を重視した教育課程を進めてい

ます。自己点検・評価及び学校関係者評価を基に地域社会のニーズに対応できる

組織運営、教育活動、学生生活支援、環境整備等において、恒常的に点検、評価、

改善に取り組み、看護教育の質向上に努めます。 

A学生の受入れ 

ａ．アドミッション・ポリシーに沿った優秀な学生の確保 

ｂ．入学者選抜（選考基準や推薦制度）の見直しと検討 

ｃ．18歳人口の減少及び大学志向における受験生の確保 

ｄ．コロナ禍での効果的な広報活動の展開 

B教育課程・学修成果 
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ａ．新旧カリキュラムの並走による学修支援体制の強化 

ｂ．ＩＣＴを活用した授業の展開と教員の実践力向上 

ｃ．修学ポートフォリオを活用した学修の可視化 

ｄ．新カリキュラムの学修成果の評価 

ｅ．アクティブ・ラーニング及び反転授業の推進 

C学生支援（修学、就学・卒業・就職支援） 

ａ．成績不振学生に対する適切な学修支援 

ｂ．担任制及び学生支援室（LMS）による相談体制の充実 

ｃ．将来の展望ができるキャリア支援の推進 

ｄ．国家試験対策支援の強化 

ｅ．卒業生の社会的評価の把握と卒業生への支援 

D管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携） 

ａ．教員の適切な人事評価の実施 

ｂ．研修・研究会・学会等への参加による教員の資質向上 

ｃ．委員会運営における課題と改善 

ｄ．学生ボランティア活動の支援 

ｅ．地域社会との連携による講習会・研修会への講師派遣 

 

〔附属看護専門学校（三郷校）〕 

大学の建学の理念に基づき、三郷校においては人間関係を基盤とした質の高い看

護が実践でき、人々から信頼され社会に貢献できる看護師を育成します。昨年度か

ら第５次カリキュラム改正が施行され、その改正のねらいに沿った教育を提供し、令

和３年度の自己点検評価・学校関係者評価に基づいて、特に次の項目について強

化・改善し、教育の質の維持・向上に努めます。 

A学生の受入れ 

ａ．教育理念、３ポリシーに基づく入学者選抜の検証 

ｂ．少子化・地域のニーズをふまえたメディア活用による戦略的な広報活動の実行 

ｃ．社会情勢と経営戦略をふまえた学費値上げの検証と実行  

B教育課程・学習成果 

ａ．三郷校における教育理念、３ポリシーに基づく教育課程の評価 

ｂ．ＩＣＴを活用したアクティブ・ラーニングの充実 

ｃ．臨床推論・臨床判断する力を育成する授業・実習の実施 

ｄ．チーム医療における看護技術の確実な習得をめざした環境と支援 

C学生支援（修学、就学・卒業・就職支援） 

ａ．帰属意識を高める医科大学・関連病院との連携強化 

ｂ．放送大学との協定による幅広い学習ニーズへの対応 

ｃ．多様化する学生の特性をふまえた指導の充実 

ｄ．キャリア教育の実施による就職後の離職低減 

ｅ．奨学金その他の経済的支援体制の強化 
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D管理運営（人事・組織改革、社会貢献・社会連携） 

ａ．医科大学の運営方針をふまえた経営戦略を基盤とした業務改善とコスト管理 

ｂ．専任教員の教育力向上に向けた人事評価とＦＤの実施 

ｃ．中長期目標達成に向けた委員会活動 

ｄ．地域連携教育やボランティア活動による地域貢献の推進 
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３．主な事業の概要 

事 業 名 事 業 内 容 

＜医 科 大 学 ＞     

１．教学関係     

【 医 学 部 】     

1) Plus-DX事業 1) ｢データ一元管理と AI解析を用いた学修の最適化と無

限学習を目指す大学改革事業｣に係るシステム構築 

2) アクティブ･ラーニング推進事業 2) e-learning教材(電子教科書類)の提供等 

3) LMSの維持管理 3) LMS(dotCampus･Moodle)の維持管理 

4) 学務システムサーバー更新 4) Plus-DX事業対応及び性能･処理能力の向上 

5) 6学年国試対策合宿(夏期･冬期) 5) 国家試験や卒業試験に向けたレベルアップ 

(主に 6年生の成績下位者を対象に 5～6日間の合宿) 

6) 共用試験臨床実習前 OSCE･ 

CBT関係 

6) 臨床実習開始前に備えるべき総合的知識及び基本的診

療技能と態度の評価 

7) GPS-Academic受検 7) 医学部及び看護学部の学生を対象とした外部のアセス

メントテスト及び講演会 

8) 共用試験臨床実習後 OSCE関係 8) 臨床実習後(卒業時)に必要な臨床能力を適切に評価 

9) 試験問題作成の外部委託 9) 5年生総合試験問題等作成を予備校に委託(教員の業

務負担軽減を図り、委託化で得られる成績状況を国試

対策等に活用) 

10) 基礎研究医養成活性化プログラ

ム(がんプロフェッショナル) 

10) がんプロ e-learningクラウド活動を展開し、13大学

で連携する｢関東がん専門医療人養成拠点｣に参加 

11) ファクトシート･ 

セミナーパンフレット作成 

11) 学内外向けのファクトシート･ファクトブックの作成 

目的や用途に応じインフォグラフィック等による制作 

12) 教学 IRセミナーの共同開催 12) 医療系大学のための教学 IRセミナー開催 

(大阪医科薬科大学との共同開催) 

13) 基礎研究医養成活性化プログラ

ム(病理プログラム) 

13) 3大学(筑波大、自治医大、獨協医大)の連携の基に行

う基礎研究医養成プログラム 

      

【 看 護 学 部 】     

1) 入学定員増員に伴う備品等整備 1) R6年度からの入学定員増員及びカリキュラム改正に

伴う準備(機器備品及びシステム(成績･シラバス)のカ

スタマイズ等) 

2) 実習関係 2) 基礎看護学実習及び各領域実習の実施 

3) 国家試験対策 3) 国家試験対策コーナー等の環境整備及び模擬試験･特

別講義等の実施 

4) 学生海外研修 4) フィリピン大学の講義、演習、臨床実習等に参加 

(途上国での地域医療システムの実際を学ぶ) 
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5) サテライト設置 5) 獨協学園姫路医療系高等教育･研究機構に看護学研究

科のサテライト設置準備(機器備品等) 

6) 成績管理システム保守 6) 保守契約(成績管理システム(アクティブ･アカデミー)

の安定運用) 

7) 国際交流 7) フィリピン出身看護師との交流会、タイ･チェンマイ

大学との交流会、地域の在日外国人との交流会等 

      

【 助産学専攻科 】     

1) 助産学実習用モデルの購入 1) 分娩介助モデル、装着型産褥子宮触診モデル、血圧

計･パルスオキシメーター等 

2) 教育研究用機器備品の購入･修理 2) 講義･演習用 PCの追加購入及び胎盤、胎児人形等の修

理 

  
 

    

２．施設･設備関係     

1) 総合教育研究棟(仮称)(工事) 1) 総合教育研究棟(仮称)新築 

設計および工事着工 

2) 看護学部棟増築工事 2) 竣工時対応 

3) 大学維持保全 

(建物･設備･構築物) 

3) 建物･設備機器･構築物の修繕及び点検 

4) 土地の購入 4) 校地の取得 

5) 看護学部棟実習室拡張工事 5) 入学定員増に伴う実習室間の壁撤去による拡張 

6) 関記念学生館及びドミトリー 

さくら･いちょう寮室改修工事 

6) 寮室退去後の修理･美装、空調機等の点検 

7) 図書館解体工事 7) 総合教育研究棟(仮称)新築に伴う解体撤去整備 

8) 図書館仮設移転工事 8) 図書館仮設移転の為の改修･整備 

9) 空調機フィルター交換 9) 空調機フィルター交換(定期メンテナンス) 

10) 空調機軸受整備 

空調機ファンランナー洗浄 

10) 軸受分解点検整備、ファンランナーの洗浄 

11) FCUフィルター洗浄･交換 

ドレンパン清掃 

11) FCUフィルター洗浄(定期メンテナンス)･交換 

ドレンパン清掃 

12) 単独高圧受電化変更工事 12) 総合教育研究棟(仮称)新築に伴う高圧 A系統の接続 

13) ソックスダクト用 

バグフィルター交換 

13) 解剖実習室のフィルターの交換及び処分 

14) 看護学部棟北側 

非常用発電機整備 

14) 基礎点検･エンジン点検及び燃料フィルター、潤滑油

交換等の点検 

15) 教育研究･実習用機器整備予備費 15) 各講座に係る教育研究･実習用機器購入予備費 

16) 研究設備予備費 16) 文科省補助金申請採択に伴う教育研究用機器備品の購

入 
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17) 教育･研究管理設備費 17) 医学部の教育研究用機器備品･教育研究用ソフトウェ

アの購入(学務サーバー、実習用機器他) 

18) 学長裁量経費(設備分) 18) 学長裁量経費による教育研究用機器備品の購入 

19) 看護学部機器整備費 19) 看護学部の教育研究用機器備品･教育研究用ソフトウ

ェアの購入(学生定員増員に係る機器整備費含む) 

20) 助産学専攻科機器整備費 20) 助産学専攻科の教育研究用機器備品の購入 

(分娩介助モデル、装着型産褥子宮触診モデル他) 

21) 管理用機器･ソフトウェア整備費 21) 管理用機器･ソフトウェア購入予備費(用度システムサ

ーバー、SD関連シミュレータ、学食厨房機器他) 

22) 図書(医学部･看護学部)購入費 22) 医学部、看護学部、埼玉医療センターにおける教育研

究用図書の購入 

  
 

    

３．管理運営関係     

1) 学長裁量経費 1) 学長のリーダーシップのもと、選定された事業･研究

の助成 

2) 図書館移転関連 2) 総合教育研究棟(仮称)建設に伴う什器移転及び資料装

備 

3) 姫路高等教育関係 3) 獨協学園姫路医療系高等教育･研究機構に係る建物賃

借 

4) 解剖用遺体保管関連機器の整備

(献体事務室） 

4) 解剖用遺体処置台クリーンシステムの機器交換(排気

装置)及びステンレス製昇降ストレッチャーの購入 

5) 研究連携支援センター整備関係 5) REDCapの導入(研究情報集積のためのサーバー構築) 

6) 用度システム関連サーバーの更

新 

6) 電子帳簿保存法対応及び処理能力の向上 

7) 看護師確保対策事業 7) 学内外の看護学生を対象とした Webを含めた就職説明

会等の広報活動 

8) 看護師特定行為研修 8) 特定行為研修実施 

9) ナーシングスキル日本版 9) インターネットを介して看護基礎教育から臨床までの

｢看護技術｣を常時参照できる環境の提供 

10) Web年末調整システム導入 10) 年末調整を紙から電子化へ移行(スマート化) 

11) 創立 50周年記念事業 PR 11) 創立 50周年記念の広報活動 

12) 医師の働き方改革への対応 12) 勤怠管理システムについて医師の働き方改革に対応す

るためのプログラム開発及びバージョンアップ 

13) 公的研究費管理用サーバーの更

新 

13) 科研費システムの強化及び公的研究費管理の一元化 

14) SDセンターにおける各種講習

会、研修会の開催 

14) 実習指導者講習、J-MEELS(周産期関係講習会)、医療

安全管理者養成講習会他 
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15) PICC用超音波画像診断装置、 

シミュレータ購入(SDセンター) 

15) 末梢中心静脈カテーテル PICC用シミュレータ―の追

加購入(看護職用) 

16) 認定看護師教育課程 e-ラーニン

グ契約 

(地域共創看護教育センター) 

16) 地域共創看護教育センターにおける感染管理認定看護

師/新生児集中ケア認定看護師教育課程の e-ラーニン

グ教材 

        

＜大 学 病 院＞     

１．医療活動関係     

1) 病院総合情報システム 1) 電子カルテシステム･PACS 他 

(リース、保守) 

2) 内視鏡機器の整備 2) VPP･WPP方式による契約 

3) 感染制御対策事業 3) 院内感染症の発生状況の把握、発生時の対応   

院内感染防止のための啓蒙･教育活動 院内感染防止マ

ニュアルの整備 

4) 医療安全推進事業 4) 講演会開催･他医療機関の情報伝達･啓蒙活動           

医療事故報告の管理･分析 医療安全の教職員への通知 

  
 

    

２．施設･設備関係     

1) 用途変更に伴う改修工事 1) リプロダクションセンター･下部消化管治療センター

の新設、診療記録管理部移転等に伴う改修 

2) ナースコール更新 2) 本館 8病棟への導入 

PHS→iPhoneへ計画的に更新(スマートベッド移行) 

3) 新館熱源改修工事 3) 省エネ及びＣＯ２削減を目的とした改修 

(吸収式冷凍機からターボ冷凍機に交換) 

4) HCU設置工事 4) HCU設置工事および移転 

5) スマート化対応(2/3期) 5) ロボットと設備の連携、位置情報システム等 

PHS→iPhoneへの変更に伴うアンテナ等インフラ工事 

6) 埋設配管改修工事 6) 病院受水槽に接続している埋設給水管及び排水管の漏

水対策 

7) 放射線量管理システム 7) 放射線業務従事者の安全管理 

8) 建物維持保全整備費 8) 病院本館、新館、センター棟、RI棟の電気･使用給排

水･空調設備等の修理 

9) 本館 1次空調機更新工事 9) 省エネ及び耐久性の向上を目的としたファンモーター

の入替え 

10) エアコン工事 10) 新館病棟のエアコン点検･整備 

11) 病院照明 LED 化工事 11) 照明器具を蛍光灯から LED に交換 

12) エネルギーセンター設備修繕工

事 

12) 各種エネルギーの安定供給を目的とした熱源機器の部

品交換 
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13) 防水工事 13) 病院本館漏水箇所工事･屋上の防水層形成工事 

14) 空調分電盤更新工事 14) 電源確保の為の病院本館地下分電盤の改修 

(分電盤定期更新) 

15) 各種フィルター交換工事 15) 各種フィルター交換及び洗浄 

交換時期の空調機フィルターの更新 

16) 各棟空調機軸受け･シャフト整備

洗浄 

16) 軸受け･シャフトの整備、洗浄 

17) ポンプ整備 17) 本館地下熱源用ポンプ整備 

18) UPS整備工事 18) 本館手術室 UPSバッテリーの交換 

19) 教育医療棟発電機設備点検整備

他 

19) 教育医療棟発電機の点検･整備 

電気事業法に定められた非常用発電機の点検･整備 

20) ヘリポート修繕工事 20) ヘリポート着陸帯やスライディングヘリパットレール

塗装の劣化修繕 

21) 医療機器整備予備費 21) 医療機器の新規･代替購入に伴う予備費 

22) 臨床研修用機器整備費 22) 臨床研修のための機器･OA機器の購入 

23) 放射線機器の購入 23) 全身用 X線 CT診断装置 

移動 X線撮影装置 

24) リプロダクションセンター新設 24) 手術顕微鏡･超音波診断装置･タイムラプスシステム他 

25) 診療体制整備費 25) リプロダクションセンター･下部消化管治療センター･

診療記録管理部の新設、移転に伴う診察台･什器他          

26) HCU機器整備費 26) HCU(8床)開設に伴う心電計･モニター･ベッド等整備 

27) スマートベッドシステムの導入 27) ナースコールに連動したスマートベッドシステムの導

入(第２期)、離床センサー導入 

28) 乾燥機の点検･整備 28) 本館地下乾燥機の整備 

29) スマート化対応搬送ロボット導

入 

29) 臨床検査センター及び輸血部における搬送ロボット導

入 

30) 栄養部･職員食堂厨房機器点検･

整備 

30) 老朽化に伴う栄養部冷蔵庫･保温庫等厨房機器及び職

員食堂厨房機器等の更新 

31) 勤怠管理システム(Vicsell)導入 31) 2024年医師の働き方改革推進に伴うシステムの充実 

32) 透析通信システム(リース) 32) 血液浄化センターにおける通信システムの導入 

33) 医事会計･情報システム(リース) 33) 医事会計･PACS･NICU･リハビリ･ミレル･PocketChart･

LifeMarkコンシェルジュ･医事相談システム更新 

34) ガンマナイフの更新 34) 治療時間長期化に伴う入替による患者負担軽減 

(治療時間 1/3へ) 

35) 各種端末の更新(リース) 35) 教育医療棟･医事･乳腺･リウマチ･リハビリ･PACS･

ACSYS･医事相談･感染制御 各セクションの端末更新 

36) 輸液ポンプ･シリンジポンプ 

(リース) 

36) 輸液ポンプ･シリンジポンプの更新 
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＜埼玉医療センター＞     

１．医療活動関係     

1) 医療情報システムの充実 1) リース及び年間保守 

2) 内視鏡システムの整備(リース) 2) VPP方式による契約 

3) 白衣ユニフォームの更新 3) 医師、薬剤師、技師ユニフォームの更新 

4) スマート化の推進 4) スマートフォン活用 

(アミボイス･ナースコール) 

5) 手術部術衣の更新 5) 手術部術衣の更新 

  
 

    

２．施設･設備関係     

1) 管理棟建設工事(建設仮勘定) 1) 事務部等の新築移転 

2) 病院及び研究棟維持保全 2) 電気、給排水、空調設備等の修繕 

3) 1･2号館医療用圧縮空気 

供給装置等工事 

3) 安全性向上のための点検･整備 

4) 2号館･研究棟エレベーター工事 4) 安全性向上のための点検･整備 

5) 薬剤部改修工事 5) 薬剤部拡充(外来患者投薬窓口等の新設他) 

6) 放射線部改修工事(1/2) 6) 一般撮影室他機能充実(2年計画) 

7) 既存棟学術ネットワーク再構築 7) ネットワーク環境の整備･拡充 

8) 既存棟監視カメラ改修工事 8) 安全･防犯対策に伴う点検･整備 

9) スマートフォンナースコール工

事 

9) 医療のスマート化 

10) 既存棟空調機･換気設備工事 10) 室内環境の維持保全 

11) 既存棟非常放送設備工事 11) 放送設備の点検･整備 

12) 医療機器整備予備費 12) 医療機器の新規･代替購入に伴う予備費 

13) RI関連機器更新 13) ガンマカメラ、HWモニター他 

14) 放射線単純撮影装置更新(1/2) 14) 2年計画による装置の購入 

2装置更新 

15) 泌尿器 X線 TV装置更新 15) 第 2透視室への設置 

16) 越谷クリニック診療用機器一式 16) 自動採血管準備システム、透析関連機器他 

17) 薬剤部改修工事に伴う機器備品

整備 

17) 滅菌装置、純水製造装置他 

18) 超音波診断装置導入 18) 検査件数増加に伴う対応 

19) 材料部滅菌管理システム導入 19) ｢Medical Stream 滅菌管理｣導入 

20) 自動再来受付機更新 20) 患者サービス及び機能の向上 

21) 輸血部関連機器の整備 21) 採取細胞フローサイトメトリー導入 

22) 電子処方箋システム対応 22) PaSoRi5000台導入 

システム構築及び機器購入 

23) 診療体制整備他 23) 勤怠管理用タイムレコーダー増設他 
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24) 薬剤部関連機器(リース) 24) 自動散薬分包機更新 

自動薬剤ピッキングシステム導入 

25) 各種医療機関関連システム 

(リース) 

25) 生理検査システム更新 

病歴システム更新 

26) 看護勤務割システム(リース) 26) 看護勤務割のシステム化 

        

＜日光医療センター＞     

１．医療活動関係     

1) 電子カルテ･部門システムの 

維持管理(リース物件) 

1) 病院情報システムの充実 

(リース及び保守) 

2) ベッド･床頭台のレンタル 2) 病院環境の整備 

  
 

    

２．施設･設備関係     

1) 院内設備整備 1) 運用開始後における施設整備対応 

2) PBX機能強化 2) 電話交換機に自動音声案内システム及び通話録音機能

の追加 

3) 建物維持保全整備費 3) 病院機能維持のための建物･機器保全等 

4) 医療機器整備予備費 4) 医療機器の新規･代替購入に伴う予備費  

5) 多目的用アンギオ装置の導入 5) 医療活動の充実を目的とした多目的用アンギオ装置の

新規購入 

6) 輸液ポンプ･シリンジポンプ 

(リース) 

6) 輸液ポンプ･シリンジポンプの更新 

7) 車両の更新 7) 救急車及び公用車の更新 

        

＜附属看護専門学校＞     

１．教学関係   

1) 実習関係 1) 病院や介護老人保健施設、地域包括支援センター、福

祉･在宅施設、保育園等の施設での実習 

  
 

    

２．施設･設備関係     

1) 学務システム更新 1) データ量の増加対応、性能及び処理能力の向上 

2) AED(自動体外式除細動器) 2) 点検･整備による代替購入 

  
 

    

３．管理運営関係     

1) パンフレット等の制作 1) パンフレット･チラシ、入学試験募集要項等の作成 

2) 広報活動 2) 学外進学相談会への出展、広報誌への掲載            

HPやインターネット媒体等による広報 

        

＜附属看護専門学校三郷校＞     
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1．教学関係     

1) 実習関係 1) 病院や介護老人保健施設、地域包括支援センター、福

祉･在宅施設、保育園等の施設での実習 

2) 看護師国家試験対策 2) 低学年より模試の実施及び自己学習の点検･確認、テ

ューター制による指導の実施 

  
 

    

２．施設･設備関係    

1) 防犯カメラ整備 1) 安全対策を目的とした防犯カメラの増設及び既存設備

の点検･整備 

2) 図書の購入 2) 年次計画による購入および教育研究充実のための図書

の購入 

  
 

    

３．管理運営関係     

1) パンフレット等の制作 1) パンフレット･チラシ、入学試験募集要項等の作成 

2) 広報活動 2) 学外進学相談会への出展、広報誌への掲載            

HPやインターネット媒体等による広報 

 



                                

 

 

 

令和５年度予算につきまして、事業活動収支予算書より説明いたします。（資料１） 

「事業活動収支計算書」は企業会計でいう損益計算書に相当するものです。経常的な収支（1.教育活動収支と 2.

教育活動外収支）と臨時的な収支（3.特別収支）に区分される「区分経理」が導入されたことにより、経常的な

収支バランスと臨時的な収支バランスが区分して把握できるようになっています。教育活動収支差額と教育活動

外収支差額を合計したものが、「経常収支差額」となります。その「経常収支差額」に「特別収支差額」を加味

したものが「基本金組入前当年度収支差額」となり、当該年度の収支バランス（いわゆる黒字か赤字か）を表し

ます。 

 

 

                                                  

【 教育活動収入の部 】 

学生生徒等納付金 

医学部、大学院医学研究科、看護学部、大学院看護学研究科、助産学専攻科、看護専門学校壬生校、看護専門

学校三郷校の学生生徒納付金収入として、総額で５３億３４百万円を計上しました。 

 

寄付金 

コロナ禍およびロシア・ウクライナ情勢に起因する社会経済情勢の不安定により増収は引き続き難しい状況で

すが、受配者指定寄付制度や免税措置等の寄付者へのメリットをアピールするとともに、５０周年記念事業に対

する募金活動も強化することとし、７億４９百万円を計上しました。 

 

経常費等補助金 

経常費補助金は、１８億８４百万円を見込んでいます。また、その他主な補助金として、臨床研修費等補助金、

総合周産期母子医療センター運営費等補助金、とちぎ子ども医療センター運営費補助金、ドクターヘリ運営費等

補助金、救命救急センター運営費補助金等を計上しました。これらの補助金総額で２９億７１百万円を計上しま

した。 

 

医療収入 

３病院（大学病院・埼玉医療センター・日光医療センター）ともに、新型コロナウイルス感染症および医療安

全対策を継続しながら、診療報酬における適切な施設基準及び加算・管理料の取得を図り、高水準な病床稼働率

を保ち、全部署を挙げて医療収入の増収に取り組むこととしました。 

・大学病院    ：４９６億 １百万円 

・埼玉医療センター：４１７億５７百万円 

・日光医療センター：  ６１億５７百万円 

３病院総額で、９７５億１５百万円を計上しました。 

 

【 教育活動支出の部 】 

人件費 

教職員採用計画に基づき、必要な予算措置をはかりました。但し、政府が進めている「働き方改革」に対応す

るため、業務の効率化と採算性を考慮し、妥当なものは外部委託、さらに部門の垣根を越えた業務応援や医師・

看護師のタスクシェアリング／タスクシフティングを推進します。また、令和４年１０月に診療報酬上の措置と

して「看護職員処遇改善評価料」が新設されたことに鑑み、他の職員についても将来の財政見通しを考慮しなが

ら、必要な措置を講じることとします。人事評価の処遇反映については引き続き評価の向上を図ります。超過勤

務については、事前許可制の導入により、政府が進めている「働き方改革」に伴う法改正対応に歩調を合わせる

形で更なる縮減を図ることとしました。 

これらを踏まえ、教員人件費は９５億５３百万円、職員人件費は２７４億４５百万円、退職給与引当金繰入額

は１７億９百万円を計上しました。総額で３８７億７百万円を計上しました。 

 

 

■ 事業活動収支予算の概要  

１.教育活動収支 



教育研究経費 

教育研究経費は、総額で６２１億３５百万円を計上しました。 

このうち医療経費は、３病院総額で３９７億５百万円を計上しました。 

・大学病院    ：２０７億６２百万円（医療経費率４３．３％） 

・埼玉医療センター：１７４億１７百万円（医療経費率４２．６％） 

・日光医療センター：  １５億２６百万円（医療経費率２５．８％） 

また、一般経費は、総額で１６２億８百万円を計上しました。減価償却額は６２億２２百万円を計上しました。 

 

管理経費 

管理経費は、総額で４１億７４百万円を計上しました。 

このうち一般経費は３５億７百万円、減価償却額は６億６７百万円を計上しています。 

 

徴収不能額等 

徴収不能額引当金繰入額は、７４百万円を計上しました。 

 

 

                                                   

【 教育活動外収入の部 】 

受取利息・配当金 

 受取利息として、２６百万円を計上しました。 

 

【 教育活動外支出の部 】 

借入金等利息 

借入金返済時に掛かる利息として、２５百万円を計上しました。 

 

 

                                                   

【 特別収入の部 】 

その他の特別収入 

施設設備補助金として４２百万円を計上しました。  

 

【 特別支出の部 】 

資産処分差額 

資産処分差額として６億５２百万円を計上しました。 

 

法人負担金 

法人内の医科大学における法人分担金および法人税・事業税・消費税等の負担額、３病院・２看護専門学校の

消費税負担額を計上しました。 

これらの総額４億８４百万円を計上しました。 

 

以上、３つの活動区分の合計の事業活動収入は、１，０８４億４３百万円を計上しました。一方、事業活動支

出は１，０６２億８６百万円を計上しました。 

その結果、基本金組入前当年度収支差額（事業活動収入－事業活動支出）は、２１億５７百万円の収入超過（黒

字）となる予算を組んでいます。なお、事業活動収支差額比率は１．９９％です。また、内部留保額（基本金組

入前当年度収支差額＋減価償却額）は、９０億４６百万円となる見込みです。 

２.教育活動外収支 

３.特別収支 



 

 

 

次に、資金収支予算について説明します。（資料２） 

資金収支予算は令和５年度の収入及び支出に関わるすべての資金を計上しています。以下、事業活動収支予算

書と重複するものを除いて主な項目について説明します。 

 

【 収入の部 】 

借入金等収入 

日光医療センター移転新築に伴う設施整備資金として短期借入金を計上しました。 

  

【 支出の部 】 

借入金返済支出 

借入金返済支出は、市中金融機関等からの長期借入金の約定償還分を計上しました。 

 

施設関係支出 

施設関係支出は、大学の総合教育研究棟（仮称）新築工事着工費および設計料、看護学部棟増築工事、大学病

院の用途変更に伴う改修工事、ナースコール更新費用、埼玉医療センター管理棟建設工事、日光医療センター新

病院運用開始後における施設整備対応費等を含む、総額９２億４１百万円を計上しました。 

 

設備関係支出 

設備関係支出は、大学における教育・研究用機器購入費用の他、大学病院の放射線機器（全身用Ｘ線ＣＴ診断

装置・移動用Ｘ線撮影装置）の購入費用、リプロダクションセンター新設に係る機器整備費用、埼玉医療センタ

ーのＲＩ関連機器の整備費用、日光医療センターの多目的アンギオ装置導入費用等を含む、総額５０億１７百万

円を計上しました。 

 

資産運用支出 

資産運用支出は、１５５億円を計上しました。 

  （内 令和５年度積み増し分２０億円、取崩し分３７億円） 

 

その結果、翌年度繰越支払資金は１７１億７９百万円となる見込みです。 

 

 

なお、獨協学園の事業計画および予算については、獨協学園のホームページhttps://www.dac.ac.jp/をご覧く

ださい。 

 

■ 資金収支予算の概要 



資料１

（単位：百万円）
　　             　年　　　度
科　　　目
学 生 生 徒 等 納 付 金 5,334
手 数 料 254
寄 付 金 749
経 常 費 等 補 助 金 2,971
（ 国 庫 補 助 金 収 入 ） ( 2,200 )
（ 地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 ） ( 770 )
（ そ の 他 補 助 金 収 入 ） ( 1 )
付 随 事 業 収 入 514
医 療 収 入 97,515
雑 収 入 963
教 育 活 動 収 入 計 A 108,300
人 件 費 38,707
教 育 研 究 経 費 62,135
（ 医 療 経 費 ） ( 39,705 )
（ 一 般 経 費 ） ( 16,208 )
（ 減 価 償 却 費 ） ( 6,222 )
管 理 経 費 4,174
（ 一 般 経 費 ） ( 3,507 )
（ 減 価 償 却 費 ） ( 667 )
徴 収 不 能 額 等 74
教 育 活 動 支 出 計 B 105,090
教 育 活 動 収 支 差 額 C(A-B) 3,210
受 取 利 息 ・ 配 当 金 26
そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0
教 育 活 動 外 収 入 計 D 26
借 入 金 等 利 息 25
そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0
教 育 活 動 外 支 出 計 E 25
教 育 活 動 外 収 支 差 額 F(D-E) 1
経 常 収 支 差 額 G(C+F) 3,211
資 産 売 却 差 額 0
そ の 他 の 特 別 収 入 117
（ う ち 現 物 寄 付 ） ( 61 )
（ う ち 施 設 設 備 補 助 金 ・ 国 庫 ） ( 38 )
（ う ち 施 設 設 備 補 助 金 ・ 地 公 体 ） ( 4 )
（ う ち 過 年 度 修 正 額 ） ( 14 )
法 人 負 担 金 収 入 0
特 別 収 入 計 H 117
資 産 処 分 差 額 652
そ の 他 の 特 別 支 出 0
法 人 負 担 金 支 出 484
特 別 支 出 計 I 1,136
特 別 収 支 差 額 J(H-I) △ 1,019

35
2,157

基本金組入額合計 M   △ 14,573
当年度収支差額 N(L+M) △ 12,416
前年度繰越収支差額 O △ 89,532
基本金取崩額 P 0
翌年度繰越収支差額 Q(N+O+P) △ 101,948

事業活動収入計（A+D+H) 108,443
事業活動支出計（B+E+I+K) 106,286

　　2023(令和5)年度事業活動収支予算書 　　

（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

2023（令和5）年度
備考

予　算　額

参
考

教
育
活
動
収
支

収
入

支
出

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

特
別
収
支

収
入

支
出

（ 予 備 費 ） K
基本金組入前当年度収支差額 L(C+F+J-K)



資料２

（単位：百万円）
　　　　　　　　　　年　　　度
科　　　目
学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入 5,334
手 数 料 収 入 254
寄 付 金 収 入 749

収 補 助 金 収 入 3,013
（ 国 庫 補 助 金 収 入 ） ( 2,238 )
（ 地 方 公 共 団 体 補 助 金 収 入 ） ( 774 )

入 （ そ の 他 補 助 金 収 入 ） ( 1 )
資 産 売 却 収 入 13
付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入 514

の 医 療 収 入 97,515
受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入 26
雑 収 入 977

部 借 入 金 等 収 入 1,448
前 受 金 収 入 1,299
そ の 他 の 収 入 34,008
資 金 収 入 調 整 勘 定 （ △ ） △ 17,923
法 人 負 担 金 収 入 0
前 年 度 繰 越 支 払 資 金 23,146

合               計 150,373
人 件 費 支 出 38,373
教 育 研 究 経 費 支 出 55,913

支 管 理 経 費 支 出 3,507
借 入 金 等 利 息 支 出 25
借 入 金 等 返 済 支 出 2,853

出 施 設 関 係 支 出 9,241
設 備 関 係 支 出 5,017
資 産 運 用 支 出 15,500

の そ の 他 の 支 出 18,118
予 備 費 35

部 資 金 支 出 調 整 勘 定 （ △ ） △ 15,872
法 人 負 担 金 支 出 484
翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 17,179

合               計 150,373

　　2023(令和5)年度資金収支予算書　　　
（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

2023（令和5）年度
備考

予　算　額
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単位：億円 基本金組入前当年度収支差額推移表

基本金組入前当年度

収支差額

学生生徒等納付金

4.9%

経常費等補助金 2.7%

寄付金 0.7%
雑収入他 1.8%

管理経費 3.9%
法人負担金他

1.2%

事業活動収入 108,443百万円 事業活動支出 106,286百万円

人件費

36.4％
医療収入

89.9％
医療経費

37.4％

２０２３(令和５)年度予算 事業活動収支の科目別構成比
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単位：億円

医 療 収 入 推 移 表

大学病院

埼玉医療ｾﾝﾀｰ

日光医療ｾﾝﾀｰ
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単位：億円

医 療 経 費 推 移 表

大学病院

埼玉医療ｾﾝﾀｰ

日光医療ｾﾝﾀｰ
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単位：億円 学納金・寄付金・補助金の収入推移表

学納金

寄付金(現物寄

付含む)

補助金(施設補

助含む）

13.9 
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単位：億円 主な教育研究経費(医療経費除く)

光熱水費

修繕費

業務委託費

賃借料
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単位：億円 人 件 費 推 移 表

人件費



28.9

19.6

49.4

71.5

92.4

46.7

40.6

29.6

48.4 50.2

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

単位：億円
施設・設備関係支出推移表

施設関係支出

設備関係支出


